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Abstract : The authors have noticed many environmental problems in urban, suburban, and rural 
districts in China.　  In recent years, several reports show the progress of environmental education in 
China (Yu & Qing, 2005, etc.　), so we disscuss Chinese environmental policies, reports on environmental 
education, and the current circumstances of China’s approach to environmental education.　
　　The　Chinese government called The First National Environmental Protection Meeting in 1９73.　  
They proclaimed environmental protection as one of China’s national policies at the Second National 
Environmental Protection Meeting in 1９８3.　  It was in the early 1９８0’s that environmental education 
began.　  In 1９９0, they announced environmental protection at the First National Environment 
and Education Meeting.　  Environmental Education became part of the curriculum of the nine-
year compulsory education course as a subject, and the Chinese government set penalties for 
environmental destruction.　
　　In 2000’s at school in China, “Green School” activities started and have been prosperous.　 In 2003, 
an epoch-making guidance on environmental education was proclaimed for junior high school and 
elementary school students.　  In 2005, the Recycling Economy Law was added to the legislative plan by 
the National People’s Congress Standing Committee.　  In 2007, the State Council addressed the policy 
of “Saving Energy and Reducing Pollutant” and announced the elimination of old-fashioned production 
lines, responsibility declaration, and a new system of administrative censure.　  “One Issue Rejection 
System” is a strict law in which civil servants can refuse a leader who cannot meet the environmental 
goal even if other work is good.　
　　In Jiangsu, 1６5 schools were authorized as “green schools” in 2007.　 We discuss the standard 
authorized for green schools, but understand that it is a very severe standard.　 Such an authorization 
system demands the practice of the durable environmental education in schools, and we understand 
that China wrestles with environmental education.　
　　People concerned with schools realized the necessity of environmental education through the 
pollution in rapidly industrializing areas.　  This article discuss the progress in Chinese environmental 
education.　
要約：筆者等は，中国の都市部や周辺の小都市や農村において環境問題の存在を散見してきた。近年，
中国において環境教育に関する取り組みが進んでいることを示す文献（Yu & Qing, 2005, etc.　）が，多
くなってきたため，中国の環境政策や環境教育の論文を紹介し，環境教育への取り組みの現状を明らか
にすることにした。
　１９７３年，中国は第一回国家環境保護会議を開催した。中国で環境教育が本格的に取り上げられたのは
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１　はじめに
　筆者の一人・八田有子は，中国に於ける留学や
日本語教師として勤務した間の生活の中で，ゴミ
処理問題や大気汚染などの環境問題の深刻さを実
感してきた。また，もう一人の筆者である八田明
夫も中国の長春市にある東北師範大学との研究交
流の中で，都市部や周辺の小都市や農村における
環境問題の存在を散見した。
　中国では更なる環境教育の必要性があることを
感じてくる中で，中国において環境教育に関する
取り組みが進んでいることを感じさせる文献が，
近年，多くなっていることに気づかされてきた。
　２１世紀中国総研のホームページに「環境問題に
ヤル気をみせはじめた中央政府」という文書が出
ている。「１９８０年代のはじめ頃から環境保護を基
本的国策の一つに掲げて頑張ってきたが，経済発
展優先の趨勢には勝てなかった。そのことは温家
宝首相も認めている。しかし，ここへ来て取り組
み姿勢に明らかに大きな変化が見られてきた。本
気になってきたのだ。」（小柳，２０１０ａ，ｂ）13）14）と
いう内容である。氏は１９９７年から日中環境協力，
中国環境問題の研究に取り組んでこられた方で，不

確かな情報で論評されているのではないことから，
筆者らは中国の近年の環境政策・環境教育について
まとめる必要性を感じてこの研究に取り組んだ。

２�　中国の環境問題・環境教育に関する
先人の研究

　我孫子・崔（１９９９）1）は，中国におけるゴミ処
理問題の現状として，埋め立て用地の拡大・農地
土壌の汚染・水質汚染・大気汚染・環境衛生への
影響などの問題があることを示した。ゴミの排出
方法から，必然的に「混合ゴミ」になっている現
状を報告して，「分別」の必要性を強調している。
彼らは，１９９０年代の中国における小学校段階の環
境教育は，主として「自然」の中で行われており，
第３冊（３年次用）の「水・土・植物・人」の章
で，第４冊の「空気の汚染と保護」の章で，第５
冊の「保護大自然」の章で行われていた，と述べ
ている。中学校では環境教育に関する科目として

「地理」，「生理衛生」があり，水資源・土地資源・
エネルギー資源などの内容が含まれ，人と自然の
関係，自然の合理的利用法などの学習があり，具
体例として中国成立後「黄河整治・黄河開発」で

８０年代初めごろからであり，１９８３年の「第２回全国環境保護大会」では環境保護が中国の基本的国策で
あることを示した。１９９２年の「第１回全国教育環境会議」では，「教育が環境保全の原点である」と指
摘した。１９９３年の新学期からは環境教育が独立教科として，９年生義務教育のカリキュラムに導入され
た。中国政府は１９９７年に「計画生育及び環境保護会議」で環境保護が中国の国策であることをアピール
し，同じ年に刑法の中に「環境破壊及び資源保護罪」という罰則も追加した
　２０００年より全国緑色学校の創建に関する活動が活発になった。２００３年１１月に《中小学環境教育実施指
南（試行）》が出された。２００５年１２月，全国人民大会常任委員会４０回委員長会議は，循環経済法を立法
計画に加え入れた。２００７年６月，国務院は，「省エネ・汚染物質排出削減総合業務実施案に係る通知」
を出し，「節能減排」の徹底を示した。この通知は，立ち遅れた生産設備の淘汰，責任体制と問責制度
を明確にした。地方政府の責任者の成績評価に「一票否決」制を導入した。「一票否決」とは，ほかの
成績が高くとも「節能減排」の目標一つが達成できていなければその指導者・幹部の評価は不合格にな
るというものである。
　２００７年に江蘇省では省級の「緑色学校」として１６５校を認定している。緑色学校に認定される基準を
紹介したが，非常に厳しい基準であることがわかる。こうした認定制度は，学校に対して組織的で持続
性のある環境教育の実行を求めており，中国が本気で環境教育に取り組んでいることを理解できる。急
速に工業化した地域で大気や水の汚染が進む中で，学校関係者が環境教育の必要性を感じ，活発に緑色
学校を目指すようになった。本論文では，こうした内容を紹介し中国の環境教育がじわじわと大きなう
ねりとなってきていることを紹介した。



－3９－

八田有子・八田明夫：中国の環境問題と環境政策

水害が激減し水源の総合利用が可能になり，これ
からも植樹や環境保全措置が必要であることを学
んでいる。「生理衛生」では人口問題・人口抑制
と環境の関係について論じられており，１９９０年代
の中国の環境教育では都市ゴミ問題などによる廃
棄物汚染について全くといってよいほどあつかわ
れていないと紹介している。また，１９９２年に遼寧
省の本渓市に中国で初めて「環境教育実験小学校

（在校生約１４００人）」が創立されたこと，１９９７年よ
り南昌市が中学校に「環境保護」という教科を新
設して実践していることを紹介している。
　王（２００３）2）は，２００２年１１月に日本で開催され
た第２回日中環境教育情報交流シンポジウムにお
ける特別講演で中国の小中学校における環境教育
の概況を紹介している。環境問題の解決には環境
教育こそ抜本的な対策方法である。中国で環境教
育が本格的に取り上げられたのは８０年代初めごろ
であり，１９８３年の「第２回全国環境保護大会」で
は環境保護が中国の基本的国策であることを示す
と共に，環境教育の重要性と役割を明らかにした。
１９９２年の「第１回全国教育環境会議」では，「教
育が環境保全の原点である」と指摘した。１９９３年
新学期からは環境教育が独立教科として，９年生
義務教育のカリキュラムに導入された。また，王

（２００３）は，環境教育の目標と内容については模
索と実験の段階ではあるが，①基本的環境意識と
環境道徳観・倫理観を身に付けること，②環境
科学に関する基本的知識と技能を身に付けるこ
と，③正確な環境意識と行動を育むこと，④積極
的に環境問題の解決に参加する能力と精神を培う
こと，⑤環境改善のために取ったいろいろな措置
に対して評価する能力を持つこと，以上の論点に
は大多数の賛同があるとしている。また，環境教
育の要求水準を三段階の緑の色分けで表すように
定めた学校の例をあげ，薄い緑で体験学習を通し
て感情を培う基礎（無律＝自覚でない状態），中
等の緑色で地域の一員としての自覚を高め環境問
題の意識を深め（他律），濃い緑は自らが環境を
守る模範となる（自立）いう発展を経て，自主性
と創造性を発揮するとしている。 環境教育を実
施する方法については，８０年代初頭には教室の教
科と課外活動の方式で行われ，単一であったが，

２００３年段階では自然体験と実地実践を重視する総
合学習と系統的教育に力を入れているとし，例え
ばクラスでの授業，現地への調査，実践体験，情
報交流，特定テーマによる研究活動，地域での活
動，経験のまとめ，学校間のコンクール等さまざ
まな方式がある，などの報告をした。
　高橋・井村（２００５）5）は，日・中・韓における
環境教育の制度を比較研究した中で，次の表１に
示すような「中国の環境に対する取り組みと環境
教育」を紹介した。

　高橋・井村（２００５）によると中国では１９７０年代
から環境保護専門人材育成のため，いくつかの大
学に専門課程の設置が開始され，環境宣伝教育と
いう環境保護意識の普及がおこなわれていたが，
学校教育に環境教育が位置づけられるようになっ
たのは，高校に「環境教育」が導入された１９９１年
以降であるとしている。
　鈴木義次（２００５）６）は，世界の環境教育につい
て述べた中で，中国の環境教育についても紹介
し，積極的に環境教育の活動が展開されるように

表１　中国の環境政策・環境教育に関する取り組み�
（高橋・井村，2005より作表）

年 内　　容
1９72 国連人間環境会議への参加
1９73 全国環境保護会議開催
1９74 国務院に環境保護指導小組設置
1９75 ベｵグラード環境教育専門家ﾜークシｮｯプ参加
1９77 ﾄビリシ環境教育政府間会議参加
1９7８ 広東省に環境保護学校開校，北京師範大学に環境

専攻
1９7９ 試行法として環境保護法制定
1９８0 環境教育発展計画（草案）制定
1９８2 城郷建設環境保護部環境保護区設置 

環境の内容を含んだ高校教科書「地理」出版
1９８3 第2回全国環境保護会議開催
1９８4 国務院に環境保護委員会と国家環境保護局設置
1９８９ 環境保護法，正式法として整備
1９９0 「環境保護工作を更に強化する決定」発表 

「環境状況広報」刊行（日本の環境白書に相当）
1９９1 「国家高等教育機関環境科学指導委員会」設置 

（学校教育に選択科目「環境教育」導入）
1９９2 「全国環境教育工作会議」開催，環境教育の内容を

含む「義務教育学校課程（試案）」発表
1９９3 全国中学校長・教務主任環境教育研修会開催
1９９4 「中国アジェンダ21」採択
1９９5 雑誌「環境教育」創刊
1９９６ 「環境情報と環境教育に関する国家行動計画」策定 

（2010年までの方針を示す）
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なるのは１９９０年代からだとしている。以下に鈴木
（２００５）に基づき中国における環境教育に関する
政策を表２に示す。高橋・井村（２００５）と重なる
内容・表現は除外した。

　Huang & Tian （２００５）4）は中国における環境教
育の問題と課題について次のように述べている。
中国の教師研修制度は，まだ完全で効果的な環境
教育教師研修プログラムを持っておらず，学際的
方法論はあるが，これらの方法論を自由に適用す
る能力のある教師はあまりにも足りない。環境教
育の定員を増強するには適切な環境教育の訓練が
必要だが，そのようにハイレベルな環境教育の才
能開発のための正式な教育体制はまだ不足してい
る。長期的には，環境教育は中国の教育体制に置
いて法的な地位を得なければならない。環境教育
教師の研修制度が中国において急速で注目に値す
る発展を遂げるようになるまでは，依然として長
い道のりであると述べている。以下，Huang & 
Tian（２００５）を引用して２００５年当時中国の人に
よって総括された中国の環境教育に関する課題と
問題点について述べる。
　中国の環境教育は１９７０年代初頭に出現して以
来，３０年の間独自の発展を遂げてきた。スﾄｯク
ホルムで開かれた人間環境会議への出席は中国
人の目を開き，中国の環境保護と環境教育の始ま
りと見なされる。１９７３年，中国第一回国家環境
保護会議（China First National Environmental 
Protection Meeting）の招集を促した。しかしな

がら，中国政府は環境教育に関するたくさんの重
要な国際会議に出席し，それらの会議で出された
概念に賛同したにもかかわらず，中国の環境教育
の発展は遅く，先進国のそれに比べると低いレベ
ルにある。１９７８年の改革以来，中国は世界の環境
教育を理解し，世界から大変多くのものを学び，
外的な力に推進され環境教育は少しずつではある
が確実に変化をした。中国の研究者たちは，中国
の環境教育は現在，認識においては他の先進国の
位置に近いところにいるが，実践においては遠く
及ばないと考えている。このように中国の環境教
育の将来は主に実際の問題をどう扱うかという点
にかかっている。
　環境教育の能力は，小学校でも中学校でも大学
でも環境教育を行う教師のために必要な基礎であ
る。環境教育の能力を築くには教師になる前，教
師になった後も，適切な環境教育の研修が必要と
される。環境教育では三つの目標が考えられてい
る。一つは教師の環境に対する理解と感度を高め
ること。二つめは環境への教師の価値を高めるこ
と。三つめは，教師の環境教育の技術を高めるこ
とである。現在の環境教育を担当する教師の研修
制度はこの目標に至っていない。そういう意味で，
現在の中国の環境教育発展の妨げになっている一
番重要な点は，教師たちの環境教育の能力の不足
である。長い目で見ると，環境教育は教育制度の
中で法的に認められた地位を必要としている。さ
すれば，環境教育教員の研修制度は安定した基礎
を保てるだろう。短期的には，教師の環境教育能
力を高め，特に小中学校や遠距離教育制度におい
て十分な数の環境教育教師を提供することは積極
的にされねばならないことだし，教員研修をかな
めとし，就職前研修も高められねばならない。中
国の環境教育教師の研修制度の発展が急速に，目
を見張る展開を見せるまでには長い道のりがあ
る，としている。
　黄・諏訪（２００７）12）は，中国の環境教育を紹介
する中で，学校を変えることになった決定として，
以下の要綱と指南の内容を紹介した（表３）。

表２　中国における環境教育に関する政策と取り組み�
（鈴木，2005より作表）

1９８９ 環境保護法成立（日本の環境基本法，1９９3に相当）
目標の１つに「環境科学教育」の発展

1９９1 国家教育委員会「環境科学を重要位置に置き，理
工系大学に環境学の課程を設ける」

1９９６ 「環境情報と環境教育に関する国家行動計画（1９９６-
2010）」15年間の環境情報と環境教育に関する目標
と手段を示す。環境教育に関して施設の建設，環
境教育活動の開始，大学の環境学専門分野や学部
の増設，環境教育活動への参加の奨励，人材研修
の開始，環境教育教材の開発，ﾜークシｮｯプ・
シンポジウムの開催，国際交流・国際協力など

1９９８ 日中環境教育シンポジウム，教員を対象とした環
境教育研修会開催，以後毎年。体験を重視する環
境教育「参加型環境教育」の研修

2002 第2回東アジア環境教育ﾜークシｮｯプ（於：北京）

表3　学校を変えることになった２つの決定

1９９６年 全国環境宣伝教育行動要綱

2003年 中小学校環境教育実施指南（試行）
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　１９９０年代以降，中国の環境教育は活発になって
いる。この《実施指南》は２００３年にWWFの“地
球への贈り物賞”（Gift to the Earth）を獲得して
おり，１９９６年の行動綱要と並ぶシンボル的な政策
で，政策の認識から自覚の行動へ，政府の指導か
ら公衆の参加へ，抽象的な知識から実際の体験へ，
短期の大衆宣伝から持続的な公民教育へ，環境に
関する教育から環境のための教育へという転換で
あったとしている。
　于・深田・戸塚（２００６）7）は，環境問題に対す
る配慮行動の規定因子に関する研究の中で，中国
の１９９０年代から２００２年頃までの環境問題の現状を
報告し，中国の人々の環境意識の特徴を把握して，
大学生に対して環境配慮行動の実行を決める要因
を調査し，日本における同様な調査の結果と比較
して，ほぼ同じであるが，無リン洗剤の使用に関
しては深刻さの認知が影響を与えていなかったこ
とを「多くの被調査者がキｯチン洗剤によって水
質汚染が生じることを知らなかったため」と予想
している。
　朱・呉・宋・王・諏訪（２００８）８）は，南京市の
龍江小学校の事例から中国における環境教育で学
校，行政，NPOの連携を紹介する中で，１９９６年
の《全国環境宣伝教育行動綱要（１９９６－２０１０）》
に盛り込まれた行動計画の１つで一定の条件を備
えた学校を「緑色学校」と認定する制度について
江蘇省の省級「緑色学校」の評価基準，NPOの「江
蘇緑色之友」の取り組む江蘇美境駆動で優れた環
境保護活動に対して「優秀法案設計賞」や「優秀
法案実施賞」などを設けて表彰していることなど
を詳細に紹介している。中国では，こうした活動
が環境教育の裾野を広げているようである。
　諏訪（２００８）９）は，中国・韓国における１９９０年
以降の環境教育の展開を紹介する中で，日本の環
境教育は公害問題で市民運動が盛り上がり，行政
を動かし国に新しい法律を作らせるという“下か
ら上への”動きが重要であったが，中国の場合，
上が下に指示を出すという方式で一貫しており環
境教育の整備においても上級学校から下級学校へ
及んでいくという動きであったことを示してい
る。また，環境教育を科学的に捉え解決方法を探
るという進め方については，環境を研究の対象と

して捉える傾向が今も濃厚であるとしている。ま
た，基礎教育課程改革に連動した環境教育の普及
を紹介し，従来の詰め込み一辺倒の知識伝授型の
教育から学習者主導の創造性を育む教育に転換す
る教育改革の中で「総合実践活動」の新設は象徴
的な存在であるとしている。
　王（２００８）10）は，中国における環境教育実施の
道筋と教育方策を述べる中で，第十期全国人民代
表大会（２００３）で「科学によって国を振興し，持
続可能な発展によって国を治める戦略」が打ち出
されたことを紹介し，「環境教育は公民の環境教
養を養う重要な手段であり持続可能な発展の基
礎」であるとして，中国における環境教育の目標・
実施類型・テーマ学習の指導方法を紹介している。
　周・韓（２００８）11）は，中国における青少年への
環境教育の実践を国・地方・民間のレベルで紹介
する中で，環境教育活動の内容・形式について詳
細に示した。環境教育に関する講座や授業だけで
なく，各種の環境保護コンテスﾄ・環境問題に関
する科学研究と発明制作活動に対する賞・環境保
護に関する青少年フォーラム・環境保護と関連す
る漫画作品・参加調査活動としてのサマーキャン
プ・環境関連の祝日や記念日に行う演芸会・１９９０
年代から続く環境演劇・植栽や芝生養生やゴミ拾
いなどの環境保護行動などの実践活動が行われて
いることを具体的に示した。

3　中国の環境問題
　我孫子・崔（１９９９）1）は中国におけるゴミ処理
問題と環境教育について述べた中で，１９９０年～
１９９６年における中国の年間ゴミ発生量は増加率約
１０%の右上がりであることを示した。その中で，
１９８９年以降中国政府は，全国的に都市環境総合的
整備検査制度を実施してきており，１９９０年のゴミ
無害化処理率２.３%であったのに対して，１９９７年
の処理率は５５.４%に増えていることをグラフで示
し，環境問題を重視する政策に変わってきたと述
べている。
　また，彼らは中国政府が１９９７年に「計画生育及
び環境保護会議」で環境保護が中国の国策である
ことをアピールし，同じ年に刑法の中に「環境破
壊及び資源保護罪」という罰則も追加したことを



－42－

鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要　第20巻（2010）

紹介している。
　王（２００３）2）は，中国では，改革開放政策以来，
経済発展に伴う消費の活発化で環境問題が起こさ
れ，大気汚染，水質汚染，森林面積の減少，土地
の砂漠化，ｵゾン層の破壊や酸性雨の多発，生活
ゴミ，産業廃棄物の増加や地球の温暖化など深刻
化しつつある。経済建設と環境保護のどちらを優
先するかの議論が続いてきた。人々は経済建設だ
けに目を向け，経済発展と環境保護とのアンバラ
ンスを引き起こしたとしている。
　于・深田・戸塚（２００６）7）は，１９９５年の水資源
調査では，中国全１０万キロの河川の４６.５%が汚染
されており，河川全体の１０.６%の汚染は深刻であ
ることを紹介している。中国では地表水の汚染の
程度をⅠ（汚染無し）～Ⅴ（深刻な汚染）に区分
しているが，「中国環境状況公報１９９７（国家環境
保護局発表）」で長江・黄河などの汚染はⅣ～Ⅴ
が３８.９%あり，「中国環境状況公報２００２」でⅣ～
Ⅴが３０%であるが，さらに上回る汚染の「劣Ⅴ」
の割合が４０.９%となり，深刻化していることを示
している。
　中国ではエネルギーの７５%を石炭に頼っている
ため，大気汚染も深刻である。「環境空気質量標
準」という３段階の基準があり，１級，２級，３
級がそれぞれ田園地域，都市住居地域，都市工業
地域への適用がなされており，２００２年の３分の２
の都市の大気は２級の基準に達しておらず，南部
地域の酸性雨が深刻であるとしている。

４　中国の環境政策
　中国における第１回全国環境保護会議は１９７３年
である。「大学における環境保護専攻の設置」か
ら始まり，１９９０年代には環境教育が中等教育段階
に及んだ。ﾄｯプダウン方式で政策が実行されて
いくことで，環境教育を科学的にとらえ，科学的
に分析して解決方法を探るという環境教育の方法
については，大学に環境保護の課程を設けた時か
ら環境教育が高校・中学・小学校に広がっていっ
ても「環境を研究の対象としてとらえる傾向」は
濃厚である（諏訪, ２００８）９）。
　１９９６年に『全国環境宣伝教育行動綱要（１９９６－
２０１０）』が出され，全国的に「緑色学校」を作っ

ていくという指示が盛り込まれた（朱ら，２００８，
周・呉，２００８，諏訪，２００８，など）。（王（２００３）2）

は緑の学校の表彰大会と表現している。）
　中国の文部省にあたる「中国教育部」は２００３年
に全国の小中学校へ「中小学環境教育実施指南」
を発表した（黄・諏訪，２００７）12）。

　表４のように環境教育を学校に広めていくため
の政策が次々と出されてきたことがわかる。
　中国新聞社のホームページに２００７年８月２６日付
けの「循 法草案首次 　循 展替代
性增 （循環経済法草案第一審議：直線的な増加
成長から循環発展への代替）」（編集責任：蘇楠）15）

という中国語の記事が紹介されていた（現在はアｯ
プされていない）。内容は以下のようである。

　　　この期間に召集されている第十期全国人民
大会常任委員会二十九回会議（２００７年８月２６
日）で，今日初めて循環経済法の草案が審議
され，この法案は，循環発展の模式が伝統的
な直線的増加成長の模式に取って代わること
を強調している。

　　　循環経済とは，生産・流通・消費等のプロ
セスの中で進めている減量化，再利用，資源
化活動の総称であり，資源の節約と循環利用
活動の総称でもある。それは持続可能な発展
戦略の一種の優先される模式で，「資源－製
品－再生資源」と「生産－消費－再循環」と
表現される効果的に資源利用をして環境を保
護し，最終的には比較的少ない発展のコスﾄ
でより大きな経済的・社会的・環境的効果と
利益を達成するものである。

表４　環境教育を学校に広めるための施策�
（黄・諏訪，2007より作表）

1９９1年　　 環境に関する法規整備

1９９６年３月 第九次５カ年計画，環境保護の宣伝と教育，
国民全体の環境意識を高める

1９９６年12月 全国環境宣伝教育行動綱要

1９９８年３月 国家環境保護総局の発足

2001年５月 2001－2005年全国環境宣伝教育工作綱要

2003年３月 中小学生環境教育専題教育大綱

2003年11月 中小学環境教育実施指南（試行）

200６年２月 200６年全国環境宣伝教育工作要点
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　　　前世紀の８０年代以来，中国経済は急速に増
大し各項目は大きな成果を得たが，同時に大
きな資源・環境の代価を払い，経済発展と資
源環境の矛盾は日に日に厳しくなり，この問
題と中国の資源利用の効率の相対的低下は密
接な関係がある。

　　　２００５年１２月，今期全国人民大会常任委員会
４０回委員長会議は，循環経済法を立法計画に
加え入れるよう制定した。発展循環経済は，
経済発展を切り開く新しい資源と，効果的に
汚染物質を減らし排出し経済効果とその利益
を高めるプラスの役割を備えている。

　　　草案は「減量化，再利用，資源化」を主要
な路線とし，全部で七章六十一条からなる。
その組み立ては第一章総則，第二章基本管理
制度の規定，第三章減量化の規定，第四章再
利用と資源化の規定，第五章奨励措置の規定，
第六章責任の規定，第七章付随規則となって
いる。

　　　草案では，県レベル以上の政府組織が国民
経済社会の発展の計画，区域,都市と農村の
計画，科学技術発展等の計画を制定する時，
発展循環経済目標と要求を明確にしなければ
ならないと求めている。

　　　草案はまた，資源の浪費を抑制し汚染物質
排出の総量を統制する制度の確立と，責任を
生産者に延長する制度の確立と，エネルギー，
水資源を多く消費する企業の管理強化と，産
業政策の規範と指導の強化と，奨励措置の強
化を求めている。

　　　循環経済法の制定作業に協力するため，目
下，国務院とその関係する部門は，関係のあ
る一連の制度と標準を組織制定，あるいは改
定しているところである。出典：中国新聞社

（編集責任：蘇楠）

　この記事にもあるように中国では使い捨て・浪
費をやめて持続可能な発展戦略をとるようにな
り，環境教育が一層重要な役割を果たすようにな
るとしている。
　小柳秀明（２０１０ａ）13）は，中国の環境対策は本
気であるということを紹介している。中国は１９８０

年代の初め頃から環境保護を基本的国策に掲げて
きたが，経済発展優先の趨勢には勝てなかった。
しかし，以下に示すように２００６年以降は環境問題
への取り組みに政策その他の面で明確な方向性を
見ることができる。以下の表５は小柳（２０１０ａ）
の紹介する中国の環境保護政策の概略をまとめた
ものである。

　２００６年４月の第６回全国環境保護会議で温家宝
首相は後に「歴史的転換」と呼ばれるようになっ
た「三つの転換」という新しい指導思想を発表し，
経済発展重視，環境保護軽視だったものを両方と
も重視へ転換すると述べている。２００６年３月に決
定された第１１次５カ年計画（２００６ ～ ２０１０）では，

「主要な環境汚染物質の排出総量を１０%削減する」
「国土の緑化率を２０%まで上げる（２００５年は１８.２
%）」等，環境に関して，詳しい数値で具体的な
目標を掲げるようになった。２００７年６月，国務院
は，「省エネ・汚染物質排出削減総合業務実施案
に係る通知」を出し，「節能減排」の徹底を示した。
この通知はつまり「省エネ・汚染物質排出削減」
に立ち遅れた生産設備を淘汰するもので，責任体
制と問責制度を明確にし，地方政府の責任者の成
績評価に「一票否決」制を導入したことは特筆に
価する。「一票否決」とは，成績評価の際に，ほ
かの成績がどんなに良く総合点が高くとも「節能

表5　中国の環境保護政策（小柳2010aより作表）

1９９８年３月　　 国家環境保護局が国家環境保護総局に
昇格

200６年３月　　 第11次５ヵ年計画（200６～2010）で環
境汚染物質排出量や国土の緑地化等，
環境に関する目標が数値化される

200６年４月　　 第６回全国環境保護会議で温家宝首相
「三つの転換」発表

2007年６月　　 国務院から「省エネ・汚染物質排出削
減総合業務実施案に係る通知」公布

2007年7月　　 セメンﾄ，肥料，染料，アルミ製品，
木製品など553種類の製品にかかる輸出
税の優遇措置が取り消される

200８年２月2６日 国家環境保護総局が「高汚染・高環境
リスク産品リスﾄ」発表

200８年２月2８日 改正水汚染防止法の公布

200８年　　　　 全国人民代表大会で，国家環境保護総
局が環境保護部に昇格することを承認

200９年　　　　 全国人民代表会議で第11次５ヵ年計画
の環境保全目標の達成に自信をみせる



－44－

鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要　第20巻（2010）

減排」の目標が達成できていなければその指導者・
幹部の評価は不合格になるというものである。汚
染物質の排出削減目標が未達成の地域では環境ア
セスメンﾄの審査が停止され，工場の新増設を認
められず，２００８年２月２８日，改正水汚染防止法の
公布により，それはより明確化された。対外的な
政策としては，資源性の高い生産品輸出を制限す
る措置も実行されつつあり，２００７年7月からセメ
ンﾄ，肥料，染料，アルミ製品，木製品など５５３
種類の製品にかかる輸出税の優遇措置が取り消さ
れた。２００８年２月２６日国家環境保護総局は「高汚
染・高環境リスク産品リスﾄ」を発表し，３９種類
の産品についての輸出税の優遇措置を取り消すよ
う求めた。省エネ・クリーナープロダクシｮン技
術を持つ日本は，中国の最新設備建設に一役買う
可能性もあるが，前述の「地域認可制限」に当た
らないか吟味する必要があることを忘れてはなら
ないだろう。２００８年の全国人民代表大会で，国務
院の機構改革が承認され，従来の国家環境保護総
局は環境保護部になった。国務院の「部」は日本
の内閣の「省」に相当する。機構改革について
は，これに先立つ１９９８年３月，環境行政を担当す
る国家環境保護局は国家環境保護総局（総局長は
大臣級）に格上げされている。このときも国務院
では大胆な機構改革が行われており，公務員定数
は半減された。このとき国家環境保護総局の定員
は，純粋に半減された他省と比較すると優遇だが，
３００人から２００人に減員している。２００８年の機構改
革では厳しい措置は取られず，環境保護部では約
５０人の定員増になった。中国環境保護部職員の半
分近くが管理職であることは日本の相当機関に比
べて大きく違う点である。２００９年の全人代の環境
分野では，第１１次５ヵ年計画（２００６ ～ ２０１０）の
環境保全目標の達成に自信を見せた。政策は具体
的には，予算の重点配分，目標責任制，地域認可
宣言，一票否決制，そして汚染の厳しい３０の県で
は幹部の人事を向こう３年間凍結し，排出削減の
成績が悪かった場合は免職するような要求もして
いる。このような強い措置を執ることによって削
減状況は好転してきている。２００５年に比べて二酸
化硫黄は８.９５%減，CODは６.６１%減であり，目標
とする１０%削減のめどは立っていた。だが，実際

は１０%程度の削減では汚染の悪化を防ぐだけで，
環境の大きな改善には直結しないという現実もあ
り，二酸化硫黄を例にとって見ると，１０%の削減
が実現してもいまだ２０００年の排出量レベルを大き
く上回っている状態である。また，水・大気汚染
の原因物質は工場排水以外にもあるということも
問題の一つであり，実はかつて同じような道を歩
んできた日本がこの分野で協力することも可能で
ある，としている。
　小柳（２０１０ｂ）14）は２００８年の北京ｵリンピｯク
前後の北京の環境に現状と対策について次のよう
に報告している。
　中国は環境に配慮したグリーンｵリンピｯクと
して２０の環境目標をあげた。
　①北京へ導入する天然ガスパイプラインの完成
　②石炭燃焼ボイラーの改良
　③地域暖房の普及
　④交通インフラの改善と新しい主要道路の建設
　⑤ 公共交通システムの改善とクリーン燃料の使

用
　⑥自動車排気ガス規制の強化
　⑦工事中の粉塵発生防止対策などの改善
　⑧飲用水源ダムの保護と水質改善
　⑨運河の水質改善と水量増加
　⑩節水農業の発展，農業由来の粉塵発生を減少
　⑪下水道の整備
　⑫有害廃棄物処理の強化
　⑬都市ゴミ無害化工場の建設
　⑭汚染のひどい工場の閉鎖
　⑮工場の移転
　⑯緑化率を４０％以上にする
　⑰グリーンベルﾄの建設など
　⑱自然保護区の保護と強化
　⑲ｵゾン層破壊物質の削減
　⑳ｵリンピｯク会場施設の環境配慮
である。
　北京市は表６のように着実に成果が上がってい
ることを強調している。

　また，エネルギー転換では西部地域から天然ガ

表6　北京市汚水処理対策（小柳2010bより作表）

汚水処理
能　　力

1９９９年 200６年
10８万ﾄン・日 250万ﾄン・日
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スを導入し２００６年には３２２万世帯に供給された。
工業地域では北京コークス工場など主要１７社の
閉鎖または移転が行われた。火力発電所では排ガ
ス脱硫装置が設置され，北京最大の汚染源の一
つの１９１９年操業の北京首都鉄鋼集団は２００５年に工
場の一部を河北省に移転することを決定した。自
動車に対しては２００５年に「ユーロⅢ（欧州統一の
自動車排ガス規制基準）」並みの基準を適用した。
２００８年からは「ユーロⅣ」に相当する厳しい規制
を開始している。
　これらの対策を講じてきた結果，大気がきれい
な「優良」の日は年々増加している（表7）。

　しかし，粒子状物質濃度は環境基準を大きく越
えており，光化学ｵキシダンﾄによる健康被害の
懸念も指摘されている。中国では，この汚染物質
は定期的にデータが公表されていない。このよう
に粒子状物質などの汚染があるため，北京市は市
内を走る自動車走行台数の半減処置，大規模工場
などの操業制限処置，土木作業などの一時停止措
置や周辺の省や市にも対策の実施を呼びかけてい
る。
　北京の空気を特に悪くしているのは粒子物質で
この大気汚染を改善するため，次のような期間限
定の特別な処置がとられた。
　①野焼き禁止措置　周辺の省の広い地域で稲わ
ら，麦わら等の焼却禁止措置を実施。
　②自動車の交通規制　北京市の３２０万台以上の
車の中で３０数万台は汚染物質の排出量が多い「黄
色ラベル車」で，汚染物質の総排出量の５０％を出
している。この「黄色ラベル車」の市内走行が禁
止された。第二段階の規制として，ナンバープレー
ﾄの偶数奇数が一致した偶数日・奇数日だけ走れ
るようにして半減規制を行った。
　③工場の操業制限・停止，土木工事の停止措置
主要工場の操業縮小・一時停止，発電所の汚染物
質３０％削減，セメンﾄ工場の全面的一時操業停止。
　以上のような緊急避難的な対策は市民生活への
影響も大きく持続可能な対策とはいえない。しか
し，８月１７日の女子マラソンは曇り空であったが，

心配された大気汚染の影響も全くなかった。２４日
朝の男子マラソンは快晴のもとで行われ，大気汚
染の心配を吹き飛ばす五輪新記録がでた。
　１年後，自動車走行台数半減規制は，少し緩和
され走行車両の２割削減措置がとられている。例
えば月曜は末尾０と１の自動車は走行できない

（月によって割り当て番号が変わる）。
　「黄色ラベル車」については，第五環状道路内
の走行禁止措置をとっており，２００９年１０月１日以
降は第六環状道路まで走行禁止となる。２００９年7
月までに８万7千台以上の黄色ラベル車は廃車ま
たは改造され，廃車・買換えには補助金を出す措
置も講じている（黄色ラベル車の廃車に最大２.５万
元，約３５万円）。
　これらの北京市の発表に米国大使館は異議を唱
えている。大使館の敷地内で大気汚染のモニタリ
ングをして観測されたデータを北京市のそれと比
較して高い値になるとしてウエブサイﾄを公開し
たが中国当局はこのデータ公表に抗議し，このサ
イﾄに対しアクセス禁止措置をとった。
　ｵリンピｯクの期間中（８月８日～８月２４日）
の２００８年と２００９年の大気汚染指数（API）を比較
したものが表８である。

　表８に見られるように２００９年の方が悪化してい
る。しかし，２００９年全体は7月末までの基準達成
日は１７１日（８０.７％）で２００８年の同期より基準達
成日は２２日増加している。小柳（２０１０ｂ）は，上
記の事実はｵリンピｯク期間中いかに頑張ったか
を示していると見るべきであろう，としている。

5　中国の環境教育
　１９９０年代中国の小学校段階での環境教育は主と
して「自然」という教科の中で行われてきた。「自
然」の中に「空気の汚染と保護」，「保護大自然」
などの項目があり，森林，草原，河川，海洋が汚
染された場合の人体への影響を説明している（我

表7　大気汚染の改善

優良の日
1９９８年 2007年
100日 24６日

表8　2008年と2009年の8月8日～24日の�
大気汚染指数の比較

API値 200８年 200９年

優 50以下 10日 １日

良 51～100 7日 13日

軽微な汚染 101～150 0 ３日
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孫子・崔，１９９９）1）。
　王（２００３）2）は，第２回日中環境教育情報交流
シンポジウムにおいて，中国の環境教育の状況を
報告するなかで，中国では環境教育が本格的に取
り上げられたのは８０年代のはじめ頃で，１９８３年
の「第２回全国環境保護大会」で“環境保護は我
が国の基本的国策である”ことを打ち出したこ
と，また，１９９２年の「第１回全国環境教育会議」
で“教育は環境保全の原点である”点を打ち出し
たことを紹介している。１９９３年から義務教育のカ
リキュラムに環境教育が独立教科として導入され
た。その成果としてのエピソードが紹介されてい
る。１９９９年，北京市の一部の中学校が国務院総理
朱鎔基氏宛の手紙に環境教育，例えば教材の編集
や植樹造林など８つの案を書いた。これを見て感
動した朱鎔基氏は次のように言った。「中学校２
年生の子どもたちがこんなに環境保護の仕事に情
熱を燃やしている様子を見て，我々年寄りは恥ず
かしくて顔が真っ赤になる程だ」環境教育は子ど
もの時から行うべきだ。
　王（２００３）は，小学生は薄い緑レベルで感情を
培う体験学習を通して自らの問題として基礎を固
めていく。中等の緑色は自然と人間との関係につ
いて具体物を通して認識できるようにする。高等
の濃い緑色の求められるものは自身が環境を守る
模範になるべきもので，この三段階のように無
律（自覚でない状態）から他律，そして自律とい
う発展を経て自主性と創造性を発揮するようにな
る，としている。８０年代初頭の環境教育は主に教
室での教科と学校での課外活動の方式であった
が，二十数年を経て自然体験と現地実践を重視す
る総合学習と系統的教育となっている。
　①緑の教室－クラスで行う環境教育
　緑の教室は教室で行う環境教育で，必修教科・
選択教科と実践活動からなる「緑のカリキュラム」

である。
　具体的には，天津付近の海河という川へ河水汚
染の実情を調べる活動を行い，水源にある貯水池
と山地へ行って，水質に関するデータを集めてレ
ポーﾄを書くということである。中国の８０％の小・
中学校に環境教育のカリキュラムが入り，緑の図
書コーナーがあり，環境教育に関する教科書や参
考書がある。新聞や雑誌として，“中国環境報”“環
境教育”“地球は我が家である”などがある。
　緑色を主題とする課外活動の例として，“いか
にして地球の肺である森林を大事にするか”“生
物多様性の重要性”“空気と人間の生命とのかか
わり”“地球村の危機”“生命を育む水を大事に”

“緑の食品と緑の消費”“中国の土地は広大で物質
も豊富である見方を見直す”“環境保全と持続発
展”などである。こうした活動が広まるように全
国，あるいは地方レベルで緑の学校の表彰大会が
定期的に行われている。２００２年で５年目となるが，
国の表彰は１０５校，省の表彰は５０００校である。こ
うした取り組みの努力が広範に見られるが，環境
教育を担当する先生が質・量ともに不足している
とまとめている。
　中国政府は１９９０年代から環境教育を本格的に
始め，「大連市環境モデル地域」を立ち上げた。
LU, NITTA, & YOKOTA（２００４）3）は，中国，大
連における環境教育の各層の特徴について調査
し，問題点を整理し，今後の課題について調べた。
　大連市は，遼寧省に位置し，人口５６０万人で，
確立した産業と経済を持ち，交易と観光が盛んで
大きな港を持つ重要な都市で，中国の１４の開かれ
た沿岸都市の一つと見なされている。大連は，「優
良環境都市」の名声を享受し，中国のﾄータル環
境スコア（大気汚染，水質汚染，土壌汚染，固形
物廃棄管理，都市計画，道路メンテナンス，文化
構造，植林，教育，施設メンテナンスなど）の量
的基準において第五段階の範囲内にある。
　「大連環境モデル地区」のための建設計画は，
中国の基礎的な環境保全の政府主導の計画で，続
けられてきた。そして，質の高い環境の実現のた
めの確固たる基礎が，この計画によって獲得され
た。環境教育は，中国政府に計画された最終目標
へ導く進行中の過程と見なされていて，この理

表9　天津市実験中学7年生（日本の中２）環境学習

“水資源”の調査を目的とする活動を通した学び

物理の先生から 水の物理性質

地理の先生から 地球における水資源の分布

生物の先生から 水と生命との関係

数学の先生から データの統計方法

国語の先生から レポーﾄを書く指導を受ける
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由で，その計画に含まれるものであった。LU,等 
（２００４）3）は，モデル都市大連の効果的な環境改善
計画のための，その土地の事情や集団や民衆にお
いての環境保護活動の未来と地位について述べ，
また，大連環境教育プログラムに関わる人々に
よって取り組まれるべき対象を明らかにすること
によって，環境保護教育のための行動計画も示唆
している。
　彼等は，環境教育ネｯﾄﾜークの位置とそれが
意図する成果，大連環境教育センターの活動，環
境教育の基本的な概念，具体的な活動，書籍と図
書館，環境的使用のためのビデｵテープの生産，
学校での環境教育について述べた後，大連環境委
員会の環境教育の役割に関して以下のように詳細
に述べている。
　中国では教育委員会は学校と教師を統制する政
府組織に属する。それゆえ，教育委員会は，政府
の方針に従うことによって，いかに環境教育を提
供するかという基礎的かつ細かな問題と同様，意
思決定に関する全責任を持っている。環境教育
は，小中高のできるだけ早い段階で導入されなけ
ればならないので，大連教育委員会は学校教育に
重きを置いている。しかし，中国は他の先進国と
比べて全体的な教育水準が低いから一般的な学校
教育についての教育方法論と技術は外国から導入
される必要がある。教育委員会によって定められ
た五つのきわめて重要な特色は⑴就学前教育，⑵
小学校，中学校，高校生の基礎教育（正規の教育），
⑶仕事志向の教育（職業上の教育），⑷成人教育（労
働者と農業従事者のための教育），⑸大学教育で
ある。教育委員会は上記のこれらの教育の中で「基
礎教育」が最も重要であると確信している。基礎
教育を提供される者の数は大連市で７８万人，そ
のうち小学生４６ ～ ４７万人，中学生と高校生２３ ～
２４万人，大学生7～８万人である。小中高，そし
て大学生たちは環境教育を最優先にされなければ
ならない。さらに商人教育と高齢者教育は全ての
地域にあるが，教育委員会の統制下にはない。企
業と地方では，退職者管理事務所が環境教育を含
んだ一般的な教育を提供している。就学前の教育
については，保育所は３歳に満たない子供の世話
を請負，４～５歳の子供については幼稚園が請け

負っている。子供たちは一般に，両親が不在の時
祖父母のところに預けられていたものだったが，
最近では，両親たちは子供たちに初等教育を受け
させるために保育園や幼稚園に行かせることで子
供たちの教育に関わるようになってきている。こ
の集団教育を通して子供たちは社会のルールを学
び，公衆衛生教育を受けることができるのである。
　小学校教育における環境教育について彼等は次
のようにのべている。小学校教育は，個々のまと
まった目標を達成させるグループ活動に焦点が当
てられており，環境への自覚を高めさせることを
意図した教育的経験が計画されている。子供たち
は大連市の環境の変化について学び，「植林活動

（子供たち各々が一区域に植林する）」に参加しな
ければならない。この活動は子供たちの環境につ
いての自覚を高めるであろう。
　あるいくつかの小学校の授業では，生徒たちは
環境教育のために週一度，次に挙げる「小学校１，
２年生のための環境教育」（２６ページ），「小学校３，
４年生のための環境教育」（４４ページ），「小学校
５，６年生のための環境教育」（５３ページ） といっ
た教科書を使っている。
　一般に，小学校では「労働」という科目のもと
で規律と公共衛生教育が教えられる。二年生は教
科書で「植物を植えること」を学び，六年生はもっ
と深い教育を受ける。ビデｵテープや映画のよう
な視聴覚教育は，ただ教科書を使うよりもっと効
果的なので最も教育的な環境の下に，小学生たち
に提供されている。同様に，弁論大会や作文コン
テスﾄが環境意識を高めるために催されている。
以下のものは最近の作文コンテスﾄのテーマであ
る。
　⑴私は大連市の故郷の街を愛しています
　⑵私たちの周りのごみ
　⑶ 私たちが環境を守るためにしなければならな

いこと
　小学校の環境教育の過程で持ち上がってくる問
題は，教える技術と教育方法論の不十分さである。
また，生徒たちを教える十分な資格がある教師を
そろえることも難しい問題である。
　中学校教育における環境教育について次のよう
に述べている。中学生たちは全課程の中で，与え
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られた個々の教科のもと，環境問題を学ぶ。例え
ば「生物」では生物の周囲の生活環境を学び，「地
理学」では環境の問題と関連のある水資源，森林
資源，鉱物資源について学ぶ。特に，環境教育は

「フィールドﾜーク」科目の中で強調されていて，
２年生は「フィールドﾜーク」の単位を取らなけ
ればならない。フィールドﾜーク活動の中で学ぶ
のは「酸性雨の観察」「水資源調査」「地球温暖化
問題の教育」を含むハイレベルの問題である。彼
等は実践的教育として「植林」を実践し，「実践
的訓練」という科目の下で訓練を経験する。中学
校の環境教育については，大連市第十六中学校が
モデル校に指定され，環境教育の何種類もの方法
論が実験的に行われ，その評価は政策立案のため
に検討材料となる。大連市第十六中学校は中山地
区魯迅路7に位置し，これは中高一貫校である。
この学校は１９９１年に地方自治政府によってモデル
校に指定され，外国の学校とプログラムを交換し
た。たとえば日本の福岡の飯塚高校は姉妹都市で
毎年９月には交換プログラムで生徒たちが送られ
ている。学校の入り口にある掲示板にはいくつか
のお知らせが貼ってある。環境問題についてのお
知らせは２階のホールにあり，環境活動について
の報告といっしょに新聞の切り抜きもその掲示板
に貼ってある。その学校は生徒たちのための施設
も装備も万全である。特に化学と生物の実験室と
コンピューター教室は完全にそろっている。政府
主導の教育委員会が環境教育に関して小中高校に
公式なお知らせを与える。一般的にいうと，学校
はこの知らせ（回覧）に従い生徒たちに環境教育
プログラムを教える。大連第十六中学校の場合は
モデル校に指定されているので，通常の教科書教
育に加えて，いくつかの課程以外の環境保護活動
が課される。
　周・韓（２００９）11）は，中国における環境教育の
位置づけを，国家レベル・地方レベル・民間レベ
ルに分け，その主要活動の内容と活動形式を紹介
している。国家レベルの取り組みは２００３年の『中
小学環境教育実施指南』である。生徒が人と環境
の共生に必要な知識と技術を獲得し，環境に有
益な情感・態度と価値観を養うように指導する。
２０００年より全国緑色学校の創建に関する活動が活

発になった。地方レベルでは貧困地区で教師の大
幅な不足，教育経費の不足，環境教育資源の不足，
で実行が困難な状況に陥っている。農村の教師が
環境教育に関する研修を受ける機会が少ないこと
が問題である。民間レベルの環境教育活動では，

「自然の友」の緑色希望活動，地域美化運動，「北
京天下渓教育咨詢中心」の環境教育郷土教材の開
発プロジェクﾄ，「北京緑十字」に環境保護模範
部屋活動，「北京富平学校環境発展研究所」の栄
サイクルエネルギー教材の開発・普及プロジェク
ﾄ，「雲南緑色流域」の生態史活動と郷土教材の
開発・普及活動などがある。
　朱・呉・宋・王・諏訪（２００８）８）は，江蘇省の「緑
色学校」のかなり厳しい認定条件を紹介している

（表１０）。

　最後の「教員生徒の…への参加態度」の項目を

表10　江蘇省の省級「緑色学校」評価基準�
（朱・呉・宋・王・諏訪，２００８より作表）

組
織
管
理

指導層が環境教育重視，全体的に推進

明確な目標下で計画し，報告を実施

運営制度・方針，自己評価，書類管理の規範化

経費調達，教師育成，地域交流に資金投入

環
境
教
育
課
程
及
び
テ
ー
マ

各科目に環境教育を導入

教科を越えた環境教育活動の展開

環境教育テーマ学習・テーマ講座を開設

地方課程・校本課程の環境教育を開発

クラス・生徒が普遍的に環境教育活動に参加

多様な形式・豊かな内容で心身発達に役立て

関心を持たせ，環境保護活動に参加する指導

学
校
の
環
境
管
理
及
び　
　

 

資
源
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
節
約

環境管理を学校管理の総合目標に入れる

環境管理目標・計画・方針と基本規定制度ある

資源・エネルギー・水・電気など節約

学校の緑化浄化清掃，生徒と教師が環境保護

ゴミの分別・減量・無害化・資源化推進

教室等から排気・排水・騒音汚染がない

学校が特色ある環境文化形成

教職員・生徒が緑色生活・緑色消費をしている

環
境
教
育
の
功
績

環境教育・環境活動で賞を10以上獲得

学校が校本課程を開設・教材作成，教師が環境教
育関連の論文５つ以上発表

資源・エネルギー節約の功績顕著

学校環境の改善の計画・方針・資金投入，成果

教員・生徒の環境認識・態度・価値観・責任感及
び環境保護への参加態度良好
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除いて，ＡからＤの４段階で評価し，８項目以上
にＣがあり５項目以上がＣでＤの項目がある場
合，３番目の項目「運営制度・方針，自己評価，
書類管理の規範化」がＤの場合は，第一段階の書
類審査で退けられる。第二段階は学校現場評価が
行われる。問題点があれば指摘され，指摘が改善
された段階で「緑色学校」に認定される。
　朱・呉・宋・王・諏訪（２００８）８）によると，２００７
年に江蘇省では省級の「緑色学校」を１６５校認定
している。こうした認定制度は組織的で持続性の
ある環境教育の実行を求めており，中国が本気で
環境教育に取り組んでいることが理解できる。
　彼等は，民間の環境保護組織の活動も紹介して
いる。「江蘇緑色之友」は１９９８年から４～５人で
活動を始め，現在は９人の専従職員と１３人のボラ
ンティアからなる。幅広い活動をしているが，環
境保護に関わる活動として，環境教育教員研修会

（年１０ ～ １２回），児童生徒対象のサマーキャンプ，
ゴミ処理施設・汚水処理場の見学，江蘇美境行動
という表彰制度などを行っている。この活動へは

「シェル中国」が資金援助している。著者等の一
人諏訪は，これらの例は中国でもうまくいってい
る例であるが，急速に工業化した地域で大気や水
の汚染が進む中で，学校関係者が環境教育の必要
性を感じ活発に緑色学校を目指すようになったも
ので，中国の環境教育がじわじわと大きなうねり
となってきている，と述べているように筆者らも，
日本は中国の環境教育に対し認識を新たにしなけ
ればいけないと思う。
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